
証券コード 5983
令和７年６月10日

（電子提供措置の開始日令和７年６月３日）

株 主 各 位
千葉県松戸市上本郷 167 番地

代表取締役社長 内 田 秀 吾

第75回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申し上げます。
さて、当社第75回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げ

ます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第75回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し
ております。

当社ウェブサイト https://www.iwabuchi.co.jp/ir/

上記ウェブサイトにアクセスして、IRニュース「2025年」の「第75回定時株主総
会招集ご通知」をご覧ください。
また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名または証券コードを入力・検索し、「基本
情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、書面またはインターネット等によって議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、
令和７年６月25日（水曜日）午後５時15分までに議決権を行使してくださいますよう
お願い申し上げます。

敬具
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記

１. 日 時 令和７年６月２６日（木曜日）午前10時
２. 場 所 千葉県松戸市上本郷167番地

当社会議室（末尾の会場案内図をご参照ください。）
３. 目 的 事 項

報 告 事 項 (１)第75期（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）
事業報告および連結計算書類ならびに会計監査人および監
査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

(２)第75期（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

４．その他招集にあたっての決定事項
(１)議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表

示をされたものとして取り扱わせていただきます。
(２)書面とインターネット等により、重複して議決権を行使された場合は、イ

ンターネット等によるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたしま
す。また、インターネット等によって複数回数議決権を行使された場合は、
最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

以上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。
電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトにその旨、修正前の事

項および修正後の事項を掲載させていただきます。
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議決権の行使についてのご案内
１．郵送（書面）による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、令和７年６月25日（水曜
日）午後５時15分までに到着するようご返送ください。

２．インターネットによる議決権行使の場合
インターネット等により議決権を行使される場合には、以下の「インターネッ

トによる議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、令和７年６月25日（水曜日）午
後５時15分までに行使してください。

「インターネットによる議決権行使のご案内」
インターネットにより議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承い

ただきますよう、お願い申し上げます。
１．議決権行使ウェブサイトについて

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブ
サイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

【議決権行使ウェブサイトアドレス】 https://www.web54.net
２．議決権行使のお取り扱いについて
(1) パソコンおよび携帯電話をご利用の方

上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」および「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従っ
て賛否をご入力ください。

(2) スマートフォンをご利用の方
同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブ

サイトログインＱＲコード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コー
ド」および「パスワード」が入力不要のスマートフォン用議決権行使ウェブサ
イトから議決権を行使できます。
なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再度ＱＲ

コードを読み取り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」および
「パスワード」を入力いただく必要があります。
（「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

(3) 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダおよび通信事業者
の料金（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

３．パスワードおよび議決権行使コードのお取り扱いについて
(1) パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための

重要な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取り扱いください。
(2) パスワードは、一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワード

の再発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。
(3) 議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効

です。
４．システムに関するお問い合わせ先について

本サイトでの議決権行使に関するパソコンの操作方法等がご不明な場合は、下
記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
［電話］0120（652）031 （受付時間 9：00〜21：00）
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株 主 総 会 参 考 書 類
議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と認識しております。
企業価値向上と持続的な成長を実現するため、株主の皆様に対する安定的な配当
を維持しつつ、これまで以上に業績を反映した利益還元と中長期的な視点での事
業領域拡大に向けた投資を、バランスを取りながら実施してまいります。
上記の考えに基づき、配当につきましては、株主の皆様への安定的な利益還元

に、今後の連結業績、資金需要等を加え総合的に判断した上、連結配当性向30％
以上とし、内部留保につきましては、十分な財務体質のもと、事業領域拡大に向
けた研究開発投資、設備投資、人的資本投資への充当等、積極的な事業展開に備
えた経営基盤の強化を図る目的で、それぞれ実施していく方針です。
また、第75期につきましては、令和７年４月に上場30周年を迎えることができ

ましたことから、記念配当を加え、剰余金の処分について、以下のとおりといた
したいと存じます。
期末配当金に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金140円（うち、普通配当110円・記念配当30円）
といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は150,334,100円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
令和７年６月27日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（８名）は、本定時株主総会終結

の時をもって任期満了となります。
つきましては、経営体制の一層の強化を図るため１名増員することとし、取締役

（監査等委員である取締役を除く。）９名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案について監査等委員会において検討がなされましたが、意見はあり

ませんでした。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式数

１

うち だ しゅう ご

内 田 秀 吾
（昭和33年７月13日生）

昭和56年４月 当社入社
平成14年３月 福岡支店長
平成18年６月 取締役営業第一部長
平成20年６月 取締役営業本部営業統括部長
平成21年６月 常務取締役営業本部副本部長兼営業統括部長
平成23年４月 専務取締役営業本部長兼営業統括部長
平成24年４月 代表取締役社長営業本部長
平成25年６月 代表取締役社長営業本部長兼海陽岩淵金属製品有限公司董事長
令和４年４月 代表取締役社長海陽岩淵金属製品有限公司董事長（現任）

7,600株

（取締役候補者とした理由）
内田秀吾氏は、長年営業部門に携わり当社グループの営業基盤強化に努め、代表取締役就任
後は、幅広く企業経営に携わり、平成25年には中国子会社の責任者として手腕を発揮し、当
社グループの企業価値向上に取り組んでまいりました。これらを経て得られた経験と見識に
基づき、代表取締役として当社グループの更なる企業価値向上に向けた施策を牽引できるこ
とが期待できるため、引き続き取締役候補者といたしました。

2

と がし いち ろう

富 樫 一 郎
（昭和35年10月27日生）

平成３年５月 当社入社
平成21年１月 総務部長
平成23年４月 社長室部長
平成30年６月 取締役社長室部長
平成30年７月 取締役社長室長
令和４年６月 常務取締役社長室長
令和６年６月 専務取締役管理本部長兼社長室長（現任）

1,200株

（取締役候補者とした理由）
富樫一郎氏は、長年管理部門に携わり当社グループの経営戦略、ガバナンス、法務等のスキ
ルを発揮してまいりました。これらを経て得られた経験と見識に基づき、現在、取締役社長
室長として当社グループの経営戦略の更なる推進を図ることが期待できるため、引き続き取
締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式数

３

わた なべ なお ひろ

渡 邉 尚 浩
（昭和31年２月14日生）

昭和55年４月 日本電信電話公社入社
平成13年８月 東日本電信電話㈱山梨支店設備部長
平成16年４月 ＮＴＴインフラネット㈱出向首都圏支店神奈川支店長
平成18年４月 同社首都圏支店設備部長
平成21年４月 当社入社、営業第二部担当部長
平成25年６月 取締役営業第二部長
平成30年４月 取締役営業本部営業統括部長
平成30年６月 常務取締役営業本部営業統括部長
令和４年４月 常務取締役営業本部長兼営業統括部長
令和５年４月 常務取締役営業本部長
令和７年４月 常務取締役営業本部長兼営業企画部長（現任）

1,900株

（取締役候補者とした理由）
渡邉尚浩氏は、通信関連事業に長く携わり、当社入社後は営業部門の部長職を歴任し、令和
４年４月から、営業本部長として当社グループの営業、マーケティングを積極的に牽引して
まいりました。これらを経て得られた経験と見識に基づき、更なる営業力強化を図ることが
期待できるため、引き続き取締役候補者といたしました。

4

まつ した しげる

松 下 茂
（昭和32年４月３日生）

昭和51年４月 日本電信電話公社入社
平成22年７月 西日本電信電話㈱大阪東支店設備部部長
平成24年７月 日本コムシス㈱入社
平成27年11月 同社ＮＴＴ事業本部本社アクセス

システム部アクセス推進部門担当部長
平成31年４月 当社入社
令和２年４月 大阪支店長
令和３年６月 取締役大阪支店長（現任）

400株

（取締役候補者とした理由）
松下茂氏は、通信関連事業に長く携わり、当社入社後は営業、マーケティング等のスキルを
発揮してまいりました。これらを経て得られた経験と見識に基づき、現在の取締役大阪支店
長として、西日本地域における更なる営業力強化を図るよう、当社グループを牽引すること
が期待できるため、引き続き取締役候補者といたしました。

５

おく やま たか よし
奥 山 孝 義

（昭和47年4月19日生）

平成８年４月 当社入社
平成25年４月 広島支店長
令和４年４月 営業第一部長
令和５年６月 取締役営業第一部長（現任）

1,000株

（取締役候補者とした理由）
奥山孝義氏は、営業部門において部店長を歴任し、営業、マーケティング等のスキルを発揮
し、令和５年６月から、取締役営業第一部長として、当社グループの営業力強化を推進して
まいりました。これらを経て得られた経験と見識に基づき、今後も取締役として十分な役割
を果たすことができるため、引き続き取締役候補者といたしました。

６

ささ はら まさ とし
笹 原 正 寿

（昭和50年4月30日生）

平成10年 4 月 当社入社
平成30年４月 福岡支店長
令和５年４月 営業統括部長
令和６年６月 取締役営業統括部長（現任）

500株

（取締役候補者とした理由）
笹原正寿氏は、営業部門において部店長を歴任し、令和５年４月から、営業統括部長として
営業、マーケティング等のスキルを発揮し、令和６年６月から、取締役営業統括部長とし
て、当社グループの営業力強化を推進してまいりました。これらを経て得られた経験と見識
に基づき、取締役として十分な役割を果たすことが期待できるため、引き続き取締役候補者
といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式数

７

にし だ ひろ つぐ
西 田 弘 嗣

（昭和45年１月１日生）

平成14年３月 当社入社
平成30年４月 製造部長
令和５年６月 取締役製造部長
令和６年７月 取締役生産本部担当兼製造部長（現任）

800株

（取締役候補者とした理由）
西田弘嗣氏は、長年生産部門に従事し、平成30年４月から、製造部長としてものづくり等の
スキルを発揮し、令和５年６月から、取締役製造部長として、当社グループにおけるものづ
くりの強化を推進してまいりました。これらを経て得られた経験と見識に基づき、今後も取
締役として十分な役割を果たすことが期待できるため、引き続き取締役候補者といたしまし
た。

８

※
きの した さとし
木 下 哲

（昭和48年6月15日生）
平成８年４月 当社入社
令和２年４月 総務部長（現任） 600株

（取締役候補者とした理由）
木下哲氏は、長年管理部門に従事し、令和２年４月から、総務部長として法務、人事労務等
のスキルを発揮してまいりました。これらを経て得られた経験と見識に基づき、取締役とし
て十分な役割を果たすことが期待できるため、取締役候補者といたしました。

９

たか ばやし あつ し
高 林 敦 史

（昭和47年１月24日生）

平成７年４月 当社入社
令和２年４月 製品開発部長
令和６年６月 取締役製品開発部長（現任）

400株

（取締役候補者とした理由）
高林敦史氏は、長年技術開発部門に従事し、令和２年４月から、製品開発部長として研究、
開発等のスキルを発揮し、令和６年６月から、取締役製品開発部長として、当社グループの
研究開発力強化を推進してまいりました。これらを経て得られた経験と見識に基づき、取締
役として十分な役割を果たすことが期待できるため、引き続き取締役候補者といたしまし
た。

（注）１．※印は新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結

し、被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金および争訟費用を当該保険契約により補
填することとしております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなりま
す。また、当該保険契約は次回更新時においても同様の内容での更新を予定しております。

― 7 ―

2025年05月26日 16時16分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
監査等委員である取締役土屋文実男氏は、本定時株主総会終結の時をもって辞

任されますので、その補欠として監査等委員である取締役１名の選任をお願いい
たしたいと存じます。
なお、本総会にて選任された監査等委員である取締役の任期は、当社定款の定

めにより、選任された監査等委員である取締役の任期の満了すべき時までとなり
ます。
また、本議案につきましては、あらかじめ監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式数

１

※
なか むら ゆ り か
中 村 友理香

（昭和43年12月21日生）

平成３年４月 太田昭和監査法人入所
平成６年４月 公認会計士登録
平成10年４月 中村公認会計士事務所独立開業
平成13年８月 社会保険労務士登録、

中村社会保険労務士事務所開業
平成15年２月 税理士登録
平成20年７月 税理士法人 舞 設立

（現在に至る）

−

（取締役候補者とした理由）
中村友理香氏は、公認会計士、税理士および社会保険労務士として、財務、会計および労務
に関する相当程度の知見を有しており、客観的な視点から当社の経営全般に対して助言およ
び監査を行っていただけることが期待できるため、監査等委員である取締役候補者といたし
ました。なお、中村友理香氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由
により、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

（注）１．※印は、新任の監査等委員である取締役候補者であります。
２．中村友理香氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．中村友理香氏は、社外取締役候補者であります。

なお、当社は中村友理香氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同
取引所に届け出ております。

４．中村友理香氏は、就任後、当社との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であり、賠償の限度額は法令が定める限度額
としております。

５．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
し、被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金および争訟費用を当該保険契約により補
填することとしております。中村友理香氏は、当該保険契約の被保険者に含められることとな
ります。また、当該保険契約は次回更新時においても同様の内容での更新を予定しております。
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【参考】
１．取締役会の実効性評価

当社は、取締役会の機能が十分に発揮されているか、取締役会が期待される
役割を果たせているかといった実効性について、毎年分析・評価を行っており
ます。
その結果、令和７年３月期においては、当社取締役会は適切に運営され、有

効に機能していると評価いたしました。
運営の一例としては、開催時間を適宜変更し、十分な審議時間を確保するよ

う柔軟な運営を図るなど、取締役会の実効性の維持と継続的な機能の改善に努
めております。

２．第２号議案および第３号議案を原案どおり承認可決いただいた場合のスキル・
マトリクスは以下のとおりとなります。

氏 名 当社における地位
企業経営
経営戦略

ガバナンス 法 務
人 事
労 務

財 務
会 計

ものづくり
研 究
開 発

営 業
マーケティング

内田秀吾 代表取締役社長 ○ ○ ○ ○ ○ ○

富樫一郎 専 務 取 締 役 ○ ○ ○ ○ ○

渡邉尚浩 常 務 取 締 役 ○ ○ ○ ○

松下 茂 取 締 役 ○ ○ ○

奥山孝義 取 締 役 〇 ○

笹原正寿 取 締 役 〇 〇

西田弘嗣 取 締 役 〇 〇

木下 哲 取 締 役 〇 〇 〇

高林敦史 取 締 役 〇 〇

池田俊雄
取 締 役
常勤監査等委員

○ ○ ○ ○

髙品惠子
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

○ ○

中村 治
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

〇 〇

中村友理香
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

○ 〇 〇

以 上
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事 業 報 告

(令和
令和

６
７
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日
から
まで)

１. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

当連結会計年度のわが国経済は、設備投資は堅調に推移したものの、物価高の
長期化などの影響から個人消費の伸び悩みが見られ、景気回復は足踏みの状況が
続きました。
当社グループの主要需要であります電力分野においては、燃料価格の高騰など

を背景としたコスト削減の取り組みが進むなか、高経年化設備の更新工事が進め
られ、情報通信分野においては、工事が減少し低調に推移したものの、移動体キ
ャリア工事を含め、全般として堅調に推移しました。
当社グループにおいては、電力会社向けおよび情報通信事業者向け製品の販売

に加え、脱炭素社会の実現に貢献すべく、ＥＶ関連、再生可能エネルギー関連他
の営業展開を行うとともに、耐震対策関連製品、自治体発注工事の受注に取り組
んでまいりました。また、資材・エネルギー価格の高騰に対応した販売価格の見
直しを進めました。
以上の結果、当連結会計年度の売上高は126億４千２百万円と前連結会計年度

に比べ８億７千３百万円の増収となりました。営業利益は８億７千８百万円と前
連結会計年度に比べ２千５百万円の増益、経常利益は９億５千９百万円と前連結
会計年度に比べ３千５百万円の増益、親会社株主に帰属する当期純利益は６億９
千９百万円と前連結会計年度に比べ２千４百万円の増益となりました。
当社グループの事業区分は単一セグメントであり、それに代わる需要分野別の

業績は、次のとおりであります。

交通信号・標識・学校体育施設関連
学校体育施設関連は、防球ネット工事の減少により低調に推移しましたが、交

通信号関連は、全国的にＬＥＤ化工事が進められていることから、好調に推移し
ました。その結果、売上高は16億３千８百万円と前連結会計年度に比べ２億２百
万円の増収となりました。
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ＣＡＴＶ・防災無線関連
防災無線関連は、デジタル化への更新工事が進められ好調に推移したことに加

え、ケーブルテレビ事業者による更新工事が行われ堅調に推移しました。その結
果、売上高は10億９千４百万円と前連結会計年度に比べ１億６千４百万円の増収
となりました。
情報通信関連
情報通信関連は、移動体キャリア工事は堅調に推移しましたが、通信事業者の

光ネットワーク工事は、工事量が減少し低調に推移しました。その結果、売上高
は27億３千２百万円と前連結会計年度に比べ４千６百万円の減収となりました。
配電線路関連
配電線路関連は、レベニューキャップ制度により、高経年化設備の更新工事が

行われたことに加え、新製品の投入や販売拡大に向けた営業活動を行いました。
その結果、売上高は40億７千５百万円と前連結会計年度に比べ３億５千６百万円
の増収となりました。
その他
建設関連は、自治体発注案件の材料受注および防災・減災に向けた新製品の投

入により好調に推移しました。機器関連では、無線関連装置の受注が堅調に推移
しました。その結果、売上高は31億２百万円と前連結会計年度に比べ１億９千５
百万円の増収となりました。

需要分野別売上高

需 要 分 野 別
第 74 期

（令和５年度）
第 75 期

（令和６年度）

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)
交通信号・標識・学校体育施設関連 1,435,402 12.2 1,638,324 13.0
Ｃ Ａ Ｔ Ｖ ・ 防 災 無 線 関 連 929,332 7.9 1,094,085 8.7
情 報 通 信 関 連 2,778,356 23.6 2,732,003 21.6
配 電 線 路 関 連 3,719,191 31.6 4,075,319 32.2
そ の 他 2,906,468 24.7 3,102,329 24.5

計 11,768,751 100.0 12,642,063 100.0
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（2）対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、米国の関税政策による経済全体への影響が不透

明であるなか、個人消費の停滞など、景気の減速が懸念されます。
当社グループの主要需要であります電力分野においては、燃料価格の変動や原

子力発電所の再稼働など不透明な状況が続いており、設備投資の抑制やコスト削
減が予想されます。一方で、一昨年度より導入されたレベニューキャップ制度に
より、高経年化設備の更新工事については、引き続き底堅い需要が期待されます。
このような状況のもと、主要需要への対応に加え、新分野の開拓を視野に入れ

た営業機能の強化と、さらなる企業価値の向上を目指し、東京本社の開設ならび
に営業企画部を新設しました。
今後は、需要拡大が見込まれる無線装置関連分野への対応を強化するとともに、

再生可能エネルギー関連における新製品の供給に向けた検討や耐震・老朽化対策
関連などにおける積極的な営業展開を進めてまいります。
当社グループは、社会インフラ構築の一翼を担う企業として、持続可能な社会

の実現に向けた取り組みを推進しており、営業機能の強化とあわせて、新たな市
場の創出に取り組み、事業領域のさらなる拡大と企業価値の向上を実現してまい
ります。

（3）設備投資の状況
当連結会計年度は、総額９億９千万円の設備投資を行いました。その主なもの

は、松戸工場隣接土地購入のほか、製品の開発改良・生産効率向上のための設備
の増強および老朽設備の更新であります。

（4）資金調達の状況
特記すべき事項はありません。
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（5）財産および損益の状況の推移
（単位：千円）

区 分 第 72 期
(令和３年度)

第 73 期
(令和４年度)

第 74 期
(令和５年度)

第 75 期
(令和６年度)

売 上 高 10,262,663 11,082,660 11,768,751 12,642,063
経 常 利 益 487,336 348,623 923,887 959,439
親会社株主に帰属する当期純利益 755,165 785,496 674,287 699,171
１株当たり当期純利益 703円05銭 731円32銭 627円87銭 651円10銭
総 資 産 22,956,486 23,818,440 24,964,499 25,464,106
純 資 産 18,087,189 18,708,622 19,668,385 20,252,408

（6）重要な親会社および子会社の状況
ア 親会社との関係

該当事項はありません。
イ 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金(千円) 議決権比率
(％) 主要な事業内容

ＨＯＫＵＥＩ株式会社 30,000 100.0 電力、通信、信号用電気架線金物の製造販売

Ｉ Ｗ Ｍ 株 式 会 社 50,000 100.0 各種電気架線金物・通信工事資機材の販売

協 和 興 業 株 式 会 社 48,000 67.4 電気架線金物の製造販売、土木工事の設計施工

株 式 会 社 須 田 製 作 所 100,000 60.6 電気通信、工具類等の製造販売
無線システム装置類等の設計開発

海陽岩淵金属製品有限公司 400,000 100.0 金属製品および部品の製造販売
（注）１．当社の連結対象子会社は上記の重要な子会社５社であり、持分法適用会社は株式会社TCM

の１社であります。
２．当社は、令和６年７月１日付にて富田鉄工株式会社を吸収合併いたしました。

（7）主要な事業内容（令和７年３月31日現在）
電力、通信、信号、放送、鉄道用各種電気架線金物の製造販売に関する事業を

行っております。
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（8）主要な営業所および工場（令和７年３月31日現在）
ア 当社

本 社 千葉県松戸市上本郷167番地

松 戸 工 場 千葉県松戸市中根長津町176番地

松 戸 第 ２ 工 場 千葉県松戸市上本郷138番地１

松 戸 第 ３ 工 場 千葉県松戸市上本郷97番地１号

支 店 札幌・仙台・名古屋・大阪・広島・福岡

流 通 セ ン タ ー 千葉県松戸市上本郷167番地
（注）１．令和7年4月1日付で、東京都港区虎ノ門に東京本社を開設いたしました。

２．本社は、令和7年4月1日付で名称を松戸本社に変更しております。
イ 子会社

ＨＯＫＵＥＩ株式会社 北海道石狩市新港西三丁目749番地５

Ｉ Ｗ Ｍ 株 式 会 社 愛知県名古屋市東区泉二丁目21番地25

協 和 興 業 株 式 会 社 大阪市此花区梅町二丁目1番32号

株 式 会 社 須 田 製 作 所 東京都中央区勝どき4丁目２番４号

海陽岩淵金属製品有限公司 中国山東省海陽市工業園区南京街27番

（9）使用人の状況（令和７年３月31日現在）
ア 企業集団の使用人数

使 用 人 数 前期末比増減

419名(41名) 3名減(7名増)
（注）１．使用人数は就業員数であり、定年再雇用者21名を含んでおります。

２．臨時雇用者（パート・アルバイト）は、（ ）内に当期の平均人員を外数で記載しておりま
す。

イ 当社の使用人数

使 用 人 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

259名(30名) 16名増(9名増) 46歳 17.8年
（注）１．使用人数は就業員数であり、定年再雇用者10名を含んでおります。

２．臨時雇用者（パート・アルバイト）は、（ ）内に当期の平均人員を外数で記載しておりま
す。

― 14 ―

2025年05月26日 16時16分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



２．会社の株式に関する事項（令和７年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 4,000,000株
(2) 発行済株式の総数 1,100,000株（自己株式26,185株を含む。）
(3) 株主数 1,267名
(4) 大株主

株 主 名 持株数(百株) 持株比率(％)

イ ワ ブ チ 取 引 先 持 株 会 1,118 10.41

住 友 商 事 株 式 会 社 500 4.66

松 井 証 券 株 式 会 社 416 3.87

公 益 財 団 法 人 光 奨 学 会 380 3.54

イ ワ ブ チ グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 374 3.48

株 式 会 社 常 陽 銀 行 359 3.34

日 本 製 鉄 株 式 会 社 320 2.98

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 304 2.83

光 岡 毅 227 2.12

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 170 1.58
（注）１．百株未満は切り捨てて表示しております。

２．当社は、自己株式26,185株を所有しておりますが、上記大株主から除いております。また、
持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等（令和７年３月31日現在）
地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 状 況

代表取締役社長 内 田 秀 吾 海陽岩淵金属製品有限公司董事長
専 務 取 締 役 富 樫 一 郎 管理本部長兼社長室長
常 務 取 締 役 渡 邉 尚 浩 営業本部長
取 締 役 松 下 茂 大阪支店長
取 締 役 奥 山 孝 義 営業第一部長
取 締 役 西 田 弘 嗣 生産本部担当兼製造部長
取 締 役 笹 原 正 寿 営業統括部長
取 締 役 高 林 敦 史 製品開発部長
取 締 役
常勤監査等委員 池 田 俊 雄
取 締 役
監 査 等 委 員 土 屋 文実男
取 締 役
監 査 等 委 員 髙 品 惠 子
取 締 役
監 査 等 委 員 中 村 治
（注）１．当期中の取締役の異動は次のとおりであります。

（１）令和６年６月26日開催の第74回定時株主総会終結の時をもって、取締役遠藤雅道氏およ
び監査等委員である取締役鈴木健司氏が任期満了により退任いたしました。

（２）令和６年６月26日開催の第74回定時株主総会において、笹原正寿氏および高林敦史氏が
取締役に、池田俊雄氏が監査等委員である取締役に新たに選任され、それぞれ就任いた
しました。

（３）令和６年６月26日付で、富樫一郎氏は、専務取締役社長室長から専務取締役管理本部長
兼社長室長に就任いたしました。

（４）令和６年７月１日付で、西田弘嗣氏は、取締役製造部長から取締役生産本部担当兼製造
部長に就任いたしました。

２．取締役の土屋文実男氏、髙品惠子氏および中村治氏は、社外取締役であります。
３．取締役土屋文実男氏、髙品惠子氏および中村治氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４．情報収集の充実を図り、内部監査部門との連携を通じて監査の実効性を高めるため、常勤

の監査等委員を選定しております。
５．監査等委員の土屋文実男氏は、公認会計士および税理士の資格を有しており、その経歴か

ら財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
６．令和７年４月１日付で、渡邉尚浩氏は、常務取締役営業本部長から常務取締役営業本部長

兼営業企画部長に就任いたしました。
７．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役および従業員であり、
被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により保険期間中に被保険者に対
して提起された損害賠償請求にかかる争訟費用および損害賠償金等が補填されることとな
ります。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が
法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には補填の
対象にならないなど、一定の免責事由があります。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償の限度
額は、法令が規定する最低責任限度額としております。
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（3）当該事業年度に係る取締役の報酬等
ア 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
を次のとおり決議しております。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬については、株主

総会で決議された報酬限度額以内で、監査等委員会の答申等を含めて取締役会
の決議にて決定しております。なお、各取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の個人別の報酬については毎年６月に取締役会で委任を受けた代表取締役
社長が、従業員の給与体系を念頭に、役位、担当業務、経歴等を勘案のうえで
年俸を決定しております。支給方法は、毎月、年俸の月割り金額を支給してお
ります。
監査等委員である取締役の報酬については監査等委員会の協議にて決定して

おります。
また、業績の向上により、役員賞与を支給する場合は、株主総会の決議とし

ております。
役員退職慰労金は、その具体的金額、支給の時期、方法等を、取締役（監査

等委員である取締役を除く。）については取締役会で、監査等委員である取締役
については監査等委員である取締役の協議に一任する旨の決議を株主総会で行
い、その後、取締役（監査等委員である取締役を除く。）については取締役会
で、監査等委員である取締役については監査等委員である取締役の協議で、役
員退職慰労金規定に基づき支給額を決定しております。

イ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長内田秀吾が取

締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬額の具体的内容を決定
しております。
代表取締役社長に委任をした理由は、当社全体の事業を把握し、各取締役

（監査等委員である取締役を除く。）の評価を行うには代表取締役社長が適任で
あると判断したためであります。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬額の内容の決定に

あたっては、代表取締役社長が作成した原案を基に担当取締役と決定方針との
整合性を含め総合的に検討を行っており、取締役会としては、その内容が決定
方針に沿うものであると判断しております。
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ウ 取締役の報酬等の総額
区 分 支給人員(名) 支給額(千円)

取締役（監査等委員である取締役を除く。） 10 197,180
監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役 5 21,960

合 計 15 219,140
（注）１．取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項は次のとおりであります。

（１）令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締
役を除く。）の報酬限度額は、年額４億円以内と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は８名であり
ます。

（２）令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会において、監査等委員である取締役の報酬
限度額は、年額５千万円以内と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は４名であります。

２．取締役の支給人員には、令和６年６月26日開催の第74回定時株主総会終結の時をもって退
任した取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名、監査等委員である取締役１名が含
まれております。

３．監査等委員である取締役への支給額のうち社外取締役３名に6,000千円支給しております。
４．上記の報酬等の総額には、当期における役員退職慰労引当金の増加額が含まれております。
５．上記のほか、令和６年６月26日開催の第74回定時株主総会の決議に基づく役員退職慰労金

の額は以下のとおりであります。なお、当期ならびに当期以前の事業報告において記載済
みの役員退職慰労引当金の増加額を除いております。
退任取締役（監査等委員である取締役を除く。） １名 1,100千円
退任監査等委員である取締役 １名 387千円

６．当社の役員報酬は、すべて基本報酬であります。
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（4）社外役員に関する事項
ア 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

該当事項はありません。
イ 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
ウ 当期における主な活動状況
（ア）取締役会および監査等委員会への出席状況

役 員 氏 名
取 締 役 会 監 査 等 委 員 会
開催数(回) 出席数(回) 開催数(回) 出席数(回)

取 締 役
監査等委員 土 屋 文実男 12 6 7 4
取 締 役
監査等委員 髙 品 惠 子 12 12 7 7
取 締 役
監査等委員 中 村 治 12 12 7 7
（注）土屋文実男氏は、病気療養のため、令和６年10月から令和７年３月までの取締役会および監査

等委員会に出席することができませんでした。

（イ）取締役会および監査等委員会における発言状況
取締役土屋文実男氏、髙品惠子氏および中村治氏は、取締役会においては、

主に法令や定款の順守に係る見地から、適宜意見を述べております。
監査等委員会においては、監査の方法および取締役の職務の執行に関する

事項について、意見を述べております。
（ウ）社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

取締役土屋文実男氏は、公認会計士および税理士として、財務および会計
に関する相当程度の知見を有しており、客観的な視点から当社の経営全般に
対して助言および指導を行っております。
取締役髙品惠子氏は、弁護士としての高い専門性や豊富な知見を有してお

り、当社の経営および監査・監督に対して助言や指導を行っております。
取締役中村治氏は、その経歴からの幅広い知見から、当社取締役会の意思

決定に際し、適宜客観的な視点からの意見や指導を行っております。
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４．会計監査人に関する事項
(1) 名 称 アーク有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

支払額(千円)
当期に係る会計監査人の報酬等の額 23,000
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額 23,000
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬の額を区別しておらず、実質的にも区分できないため、上記の報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見積
りの算出根拠などが適切かどうかについて検討した結果、会計監査人の報酬等の額につい
て同意しています。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合、監査等委員全員の同意に基づき、監査等委員会が会計監査人を解
任いたします。
また、その他の事由により監査等委員会が会計監査人の解任または不再任を適

当と判断した場合、監査等委員会は、解任または不再任に関する議案を株主総会
に上程いたします。

（4）責任限定契約の内容の概要
当社は、会計監査人と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結

しておりません。
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５．会社の体制および方針
（1） 当社取締役および子会社取締役等の職務の執行が法令および定款に適合するこ

とを確保するための体制、その他当社および子会社の業務の適正を確保するため
の体制
当社は、令和４年６月28日開催の第72回定時株主総会決議に基づき、令和4年6

月28日の取締役会において、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社への移
行および定款の一部変更を踏まえ、会社法第399条の13第１項第１号ロおよびハ
に規定する事項および体制の整備について、次のとおり決議しております。
なお、決議には実施されている内部統制体制の確認を含めております。

会社法の要求する業務の適正を確保するための体制については、社会的責任、
企業規模、業界および生産する製品の特殊性、経営への影響度、費用対効果を充
分考慮して整備いたします。

ア 当社取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制

（ア）当社は、「イワブチグループ企業行動指針」を定め、法令・規則順守の周知
徹底を図っています。
また、当社は、取締役を対象とする役員規定を定め、法令・定款の順守を

図っています。
（イ）取締役には取締役会規定が設けられ、原則月１回の適切な同会運営が確保

されており、相互に業務執行を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止し
ています。

（ウ）当社は、監査等委員会設置会社として、取締役の職務執行に関して監査等
委員会の適法性・妥当性監査を受けます。

（エ）取締役が他の取締役の法令・定款違反を発見した場合は監査等委員会に報
告し、その是正を図ります。

イ 当社取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
（ア）当社は、書類による情報の保存を原則とし、取締役の職務執行に係る書類

および文書は「文書保存規定」に基づき、保存年限を定め、検索性の高い状
態で保存、管理しています。

（イ）電磁的文書および記録については、「情報管理規定」を整備し、適切な情報
の保存および管理を行っています。

ウ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（ア）当社は、業務に係るリスクの予防と緊急時の体制に関しては社内規則を定

めて管理しており、経営に重大な影響を与えるリスクの評価については定期
的に見直しを行い、その対策を検証する体制を整えています。

（イ）「情報管理規定」を定め、電磁的文書および記録の保全ならびに施設の保全
と安全についての体制を整えています。
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エ 当社取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（ア）取締役会、常務会を原則月１回開催して経営方針および経営戦略に関わる

重要事項について決定しています。
（イ）取締役会の決定または委任に基づく取締役の職務執行については、「会社組

織および業務分掌規定」、「職務権限規定」などで取締役それぞれの責任につ
いて明確に定めています。

（ウ）取締役は、原則毎月開催される各種会議体に出席し、相互の職務執行が効
率的に行われるように情報の共有を行っています。

オ 当社使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制

（ア）イワブチグループ全社員に向けた「コンプライアンス体制」についての当
社社長声明を、社内各部門に掲示して法令・規則の順守を徹底するよう図っ
ています。

（イ）当該コンプライアンス体制の基礎となる、「イワブチグループ企業行動指
針」および「コンプライアンス基本規定」を定めています。

（ウ）上記の基本規定には、使用人による内部通報および使用人に対するコンプ
ライアンス教育についても定めています。

カ 当社および子会社の業務の適正を確保するための体制
（ア）「イワブチグループ企業行動指針」を定め、グループとして業務の適正を確

保しています。
（イ）「子会社管理規定」を定め、子会社からの報告および内部監査を充実し、グ

ループ内の意思の疎通を図っています。
（ウ）当社の取締役または使用人を子会社の取締役等および監査役またはこれら

に準ずる役職に任命し、業務執行の適正を図っています。

キ 当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
「子会社管理規定」に基づき、子会社の取締役等は、適宜、当社の取締役会

または業務上対応する会議に出席しまたは書面により、経営上重要な事項につ
き報告を行うと定めています。

ク 当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（ア）子会社は、業務に係るリスクの予防と緊急時の体制に関して当社の社内規

則に準じて管理しています。
（イ）当社は、上記ウ（ア）において、経営に重大な影響を与えるリスクの１つ

として子会社に係るリスクを認識し管理しています。
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ケ 当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制

（ア）子会社取締役等の重要な職務については、当社取締役会の付議事項として
事前の審議を経て執行しています。

（イ）子会社の取締役等は、適宜、当社の取締役会または業務上対応する会議に
出席しまたは書面により、重要事項に対する指導・助言を受けております。

（ウ）当社監査部門による子会社内部監査を定期および臨時に実施して、子会社
取締役等の職務執行の効率性を監査しています。

コ 当社子会社の取締役等の職務の執行が法令および定款に適合することを確保
するための体制

（ア）当社は、「イワブチグループ企業行動指針」を定め、法令・規則順守の周
知徹底を図っています。

（イ）子会社の取締役等は、相互に業務執行を監督し、法令・定款違反行為を未
然に防止しています。

（ウ）子会社はすべて監査役設置会社として、子会社の取締役等の職務執行に関
して監査役の監査を受けます。

（エ）子会社の取締役等が他の取締役等の法令・定款違反を発見した場合は監査
役に報告し、その是正を図ります。

サ 当社子会社使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制

（ア）イワブチグループ全社員に向けた「コンプライアンス体制」についての親
会社社長声明を、各子会社に掲示して法令・規則の順守を徹底するよう図っ
ています。

（イ）当該コンプライアンス体制の基礎となる、「イワブチグループ企業行動指
針」を定めています。

（ウ）当社監査部門による子会社の内部監査を定期および臨時に実施して、子会
社の取締役等および使用人の職務執行の適法性・妥当性を監査しています。

シ 当社監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項
（ア）監査等委員会より、その職務を補助するスタッフの要請がある場合は、専

門性を有する内部統制評価員をその任にあたらせます。内部統制評価員は複
数名任命されており、使用人から選出されています。

（イ）内部統制評価員が監査等委員会の職務を補助する任に従事する場合はその
旨の社内文書により、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立
性を確保します。

（ウ）内部統制評価員は上記社内文書により監査等委員会の指揮命令に従うもの
とし、監査等委員会の指示の実効性を確保します。
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ス 当社監査等委員会への報告に関する体制
（ア）当社の監査等委員会には常勤の監査等委員を置き、主に常勤監査等委員を

通じて監査等委員会へ報告する体制としています。
（イ）担任役員以上により決裁される稟議書は、常勤監査等委員に回覧されます。
（ウ）当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人が出席する

各種会議体は、子会社に関する審議報告を含み、常勤監査等委員はこれら会
議に出席し、また、議事録等の重要書類の閲覧ができます。

（エ）当社内の電子情報の閲覧につき、報告に代わるものとして可能な限りのア
クセス権を常勤監査等委員に設定しています。

（オ）当社監査部門による子会社への監査結果は、遅滞なく常勤監査等委員に報
告されます。

（カ）当社は、監査等委員会へ報告を行った当社および子会社の取締役等（監査
等委員である取締役を除く。）または使用人に対し、当該報告をしたことを理
由として不利な取り扱いをしない旨周知徹底しています。

（キ）監査等委員の職務遂行のために必要な費用は、会社が負担するものとして
います。

（ク）上記に拘らず、監査等委員会は必要の都度、当社および子会社の取締役等
（監査等委員である取締役を除く。）または使用人に対して報告を求めること
ができるものとしています。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
ア コンプライアンス
（ア）「コンプライアンス体制」の社長声明および「イワブチグループ企業行動指

針」を各部門および子会社に掲示し、コンプライアンスを重視する経営の基
本方針を周知しています。

（イ）「コンプライアンス基本規定」に社員の責務、社員の禁止事項、是正処置お
よび通報の義務を定め、コンプライアンス教育により規定類・法令・規則の
順守の徹底を図り、内部監査でその重要性を認識させています。

イ リスク管理
（ア）業務に係る種々のリスクを認識し、それらの管理体制の整備を行っていま

す。予防と緊急時の体制に関する規定類に基づき、経営に重大な影響を与え
るリスクの評価を定期的に見直し、対応策を検討しています。

（イ）「情報管理規定」に基づき、電磁的文書および記録の保全ならびに施設の保
全と安全について管理を行っています。
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ウ グループ会社管理体制
（ア）子会社取締役等の重要な職務については、当社取締役会の付議事項として

事前の審議を経て執行しています。
（イ）「子会社管理規定」に基づき、子会社取締役等は、適宜、当社の取締役会ま

たは業務上対応する会議に出席しまたは書面により、経営上重要な事項の報
告を行っています。

（ウ）「内部監査規定」に基づき、当社監査部門による子会社の内部監査を定期お
よび臨時に行い、法令・規定類の順守、損失の危険の管理、業務の効率性な
ど業務の適正な遂行を図っています。

エ 取締役の職務の執行
（ア）取締役には取締役会規定が設けられ、原則月１回の適切な同会運営が確保

されており、相互に業務執行を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止し
ています。

（イ）取締役会、常務会においては、経営方針および経営戦略に関わる重要事項
について決定しています。

（ウ）取締役が出席する各種会議体を原則毎月開催し、審議を経て各部門が業務
を執行しています。

オ 監査等委員の職務執行
（ア）担任役員以上の決裁稟議書を回覧しています。また、電子情報に可能な限

りのアクセス権を設定し、日常的監査を容易にしています。さらに、各種会
議体へ出席しています。

（イ）当社監査部門による子会社内部監査の監査結果を報告しています。
（ウ）監査等委員へ報告を行った当社および子会社の役職員に対し、当該報告を

したことを理由として不利な取り扱いをしない旨周知徹底しています。
（3）株式会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する
基本方針については特に定めておりません。

（4）反社会的な勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
ア 当社は、「イワブチグループ企業行動指針」において、法令、規則の順守を定
めた上、順守すべき「コンプライアンスの具体的項目」を別途掲げ、反社会的
な勢力および団体とは対決することを明記しています。

イ 対応総括部門を総務部とし、所轄警察署、顧問弁護士などの外部機関と連携
し、また、社内グループウェアにおいて対応マニュアルを掲示するなどして、
反社会的勢力からの不当要求に対応することとしています。

ウ 千葉県企業防衛協議会、千葉県暴力団追放県民会議、松戸市職場警察連絡協
議会に加入するなど、反社会的勢力に関する情報を収集するとともに、必要な
情報を社内へ周知しています。
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連 結 貸 借 対 照 表
(令和７年３月31日現在)

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 12,966,330 流 動 負 債 2,807,847
現 金 及 び 預 金 6,114,691 支払手形及び買掛金 874,268
受 取 手 形 101,892 電 子 記 録 債 務 609,350
電 子 記 録 債 権 1,251,207 短 期 借 入 金 208,060
売 掛 金 2,168,361 未 払 法 人 税 等 156,898
商 品 及 び 製 品 2,391,948 賞 与 引 当 金 262,619
仕 掛 品 383,640 そ の 他 696,651
原材料及び貯蔵品 455,964
そ の 他 103,976
貸 倒 引 当 金 △5,352

固 定 資 産 12,497,775 固 定 負 債 2,403,849
有 形 固 定 資 産 8,623,279 長 期 借 入 金 502,765
建 物 及 び 構 築 物 1,349,641 役員退職慰労引当金 363,629
機械装置及び運搬具 193,572 退職給付に係る負債 428,948
土 地 6,432,061 繰 延 税 金 負 債 1,014,300
リ ー ス 資 産 449,809 そ の 他 94,206
建 設 仮 勘 定 81,315 負 債 合 計 5,211,697
そ の 他 116,879 (純資産の部)

無 形 固 定 資 産 274,892 株 主 資 本 17,844,855
投資その他の資産 3,599,604 資 本 金 1,496,950
投 資 有 価 証 券 2,872,489 資 本 剰 余 金 1,231,962
退職給付に係る資産 452,908 利 益 剰 余 金 15,268,672
繰 延 税 金 資 産 7,079 自 己 株 式 △152,730
そ の 他 279,876 その他の包括利益累計額 1,391,172
貸 倒 引 当 金 △12,750 その他有価証券評価差額金 1,152,423

為替換算調整勘定 238,748
非 支 配 株 主 持 分 1,016,381
純 資 産 合 計 20,252,408

資 産 合 計 25,464,106 負 債 純 資 産 合 計 25,464,106
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連 結 損 益 計 算 書

(令和
令和

６
７
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日
から
まで)

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 12,642,063
売 上 原 価 8,932,097

売 上 総 利 益 3,709,966
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,831,347

営 業 利 益 878,618
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 66,095
受 取 賃 貸 料 19,186
為 替 差 益 10,275
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,588
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 3,100
そ の 他 15,402 115,647

営 業 外 費 用
支 払 利 息 7,208
支 払 手 数 料 27,530
そ の 他 88 34,827
経 常 利 益 959,439

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 740
投 資 有 価 証 券 売 却 益 29,543 30,283

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 9,077
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,030
そ の 他 610 10,718

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 979,004
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 234,522
法 人 税 等 調 整 額 21,331 255,854
当 期 純 利 益 723,150
非支配株主に帰属する当期純利益 23,978

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 699,171
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連結株主資本等変動計算書

(令和
令和

６
７
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日
から
まで)

(単位：千円)
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,496,950 1,231,962 14,816,483 △152,595 17,392,800

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △246,982 △246,982
親会社株主に帰属
する当期純利益 699,171 699,171

自己株式の取得 △134 △134

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 − − 452,189 △134 452,055
当 期 末 残 高 1,496,950 1,231,962 15,268,672 △152,730 17,844,855

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 1,026,247 255,451 1,281,699 993,885 19,668,385
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △246,982
親会社株主に帰属
する当期純利益 699,171

自己株式の取得 △134

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 126,175 △16,703 109,472 22,496 131,968

当 期 変 動 額 合 計 126,175 △16,703 109,472 22,496 584,023
当 期 末 残 高 1,152,423 238,748 1,391,172 1,016,381 20,252,408
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連結注記表
Ｉ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ５社
連結子会社の名称 ＨＯＫＵＥＩ株式会社

ＩＷＭ株式会社
協和興業株式会社
株式会社須田製作所
海陽岩淵金属製品有限公司

（連結の範囲に関する事項の変更）
前連結会計年度において、連結子会社であった富田鉄工株式会社は、令和６

年７月１日付で当社を存続会社とする吸収合併により、連結の範囲から除外し
ております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の状況
持分法を適用した関連会社の数 １社
持分法を適用した関連会社の名称 株式会社ＴＣＭ

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
海陽岩淵金属製品有限公司の決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成に

あたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しており
ます。
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４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）満期保有目的の債券 …………………………償却原価法（定額法）
（ロ）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの ………決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等 ……………………移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
（イ）商品、製品、仕掛品、原材料 ……………総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

（ロ）貯蔵品 ………………………………………最終仕入原価法
（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社においては定率法
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並び

に平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額
法
在外連結子会社においては定額法

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法
③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場
合には残価保証額）とする定額法
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（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当

連結会計年度負担額を計上しております。
③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、会社規定に基づく当連結会計年度
末における要支給額を計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は

以下の通りであります。
当社及び連結子会社は、主に電力、通信、信号、放送、鉄道用各種電気架

線金物及びコンクリートポール用品等の販売から収益を稼得しております。
顧客との販売契約において、受注した製品を引き渡す義務を負っており、こ
れらの履行義務を充足する時点は、通常、製品の引渡時であります。ただし、
「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを
適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品
の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷
時に収益を認識しております。また、一部の連結子会社における無線関連装
置等については、当該装置等の顧客における検収時に収益を認識しておりま
す。
なお、収益は、契約に定める価格から値引きを控除した金額で算定してお

ります。
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（5）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 重要なヘッジ会計の方法
（イ）ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、ヘッジ会計の要件を満たしており、さらに想
定元本、利息の受払条件及び契約期間がヘッジ対象となる借入金と同一で
あるため、特例処理を採用しております。

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象
借入金を対象とした金利スワップであります。

（ハ）ヘッジ方法
金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の評価を

省略しております。
② 退職給付に係る会計処理の方法
（イ）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

（ロ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異及び過去勤務費用は、その発生時に全額費用処理して

おります。
（ハ）小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、
退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた
簡便法を適用しております。
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Ⅱ．重要な会計上の見積りに関する注記
「商品及び製品」の評価に関する事項
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

商品及び製品 2,391,948千円
２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「商品及び製品」は、取得原価をもって連結貸借対照表価額とし、期末におけ
る正味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をも
って連結貸借対照表価額としております。
また、当社及び一部の連結子会社は、収益性低下の事実を連結計算書類に反映

させるため、過去の販売実績に基づき、一定の回転期間を超える場合に一律に帳
簿価額を切り下げた価額をもって連結貸借対照表価額としております。
今後、原材料価格の高騰や需要環境の変化等により、「商品及び製品」の追加的

な帳簿価額の切り下げが必要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類に影
響を与える可能性があります。

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 11,728,296千円

２．担保資産及び担保付債務
担保に供している資産
建物 52,141千円
土地 2,008,100千円
合計 2,060,241千円

担保付債務
短期借入金 86,996千円
長期借入金 161,668千円
合計 248,664千円
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発 行 済 株 式
普 通 株 式 1,100,000 − − 1,100,000
合 計 1,100,000 − − 1,100,000

自 己 株 式
普 通 株 式 26,164 21 − 26,185
合 計 26,164 21 − 26,185

（注）普通株式の自己株式の増加21株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議 株式の
種 類

配当金
の総額
（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

令和６年６月26日
定時株主総会 普通株式 128,860 120 令和６年３月31日 令和６年６月27日

令和６年11月18日
取 締 役 会 普通株式 118,121 110 令和６年９月30日 令和６年12月2日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会
計年度末後となるもの
令和７年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関す

る事項を次のとおり提案しております。
① 配当金の総額 150,334千円
② １株当たり配当額 140円
③ 基準日 令和７年３月31日
④ 効力発生日 令和７年６月27日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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Ⅴ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画等に基づいて、所要資金を銀行借入により調
達しております。なお、デリバティブ取引については、借入金の金利変動リス
クを回避するために利用し、投機目的の取引は行わないことにしております。
余資については、短期の定期預金や安全性の高い債券等で運用しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、取引先ごとに、与信

管理、回収状況及び残高管理を行い、必要に応じ信用状況を把握することとし
ております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び満期保有目的の

債券であります。株式については、市場リスクがありますので、定期的に時価
評価を行っております。また、債券については、格付けの高いもののみを対象
としており、信用リスクは僅少であります。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、その全てが５ヶ月以

内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は

設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、支払金利の変動リ
スクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取
引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効
性の評価については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、省
略しております。
営業債務及び借入金は、資金繰計画を作成するなどの方法により管理してお

ります。
（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

該当事項はありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含ま
れておりません（（注）参照）。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手
形及び売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金、
未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注
記を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額
投資有価証券
満期保有目的の債券 600,000 591,960 △8,040
その他有価証券 2,062,692 2,062,692 −

資 産 計 2,662,692 2,654,652 △8,040
長期借入金（１年以内に返済
予定のものを含む。） 702,927 693,088 △9,838

負 債 計 702,927 693,088 △9,838
（注）市場価格のない株式等

（単位：千円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 209,797

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市

場において形成される当該時価の算定の対象となる資産又
は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１
のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて
算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定
した時価
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（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計額
投資有価証券
その他有価証券
株式 2,062,692 − − 2,062,692

資産計 2,062,692 − − 2,062,692

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計額
投資有価証券
満期保有目的の債券
社債等 − 591,960 − 591,960

資産計 − 591,960 − 591,960
長期借入金（１年以内に
返済予定のものを含む。） − 693,088 − 693,088

負債計 − 693,088 − 693,088
(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
その他有価証券は上場株式であり、取引所の価格を用いて評価しているため、その時

価をレベル１に分類しております。
満期保有目的の債券は社債等であり、取引先金融機関から提示された価格に基づき評

価しておりますが、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレ
ベル２に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を国債の利回り等適切な指標に信用ス

プレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレベ
ル２に分類しております。

なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と
一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載して
おります。
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Ⅵ．収益認識に関する注記
１．収益の分解情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。
（単位：千円）

需要分野 合計
交通信号・標識・学校体育施設関連 1,638,324
ＣＡＴＶ・防災無線関連 1,094,085
情報通信関連 2,732,003
配電線路関連 4,075,319
その他 3,102,329
顧客との契約から生じる収益 12,642,063
外部顧客への売上高 12,642,063

（注）収益の分解情報は、セグメントに代わる需要分野を記載しております。

２．収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書

類作成のための基本となる重要な事項に関する注記「４．会計方針に関する事項
（4）重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

３．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
(残存履行義務に配分した取引価格)
当社グループにおいては、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありませ

ん。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要
な金額はありません。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 17,913円73銭
１株当たり当期純利益 651円10銭

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(令和７年３月31日現在)

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 10,789,261 流 動 負 債 2,102,486
現 金 及 び 預 金 4,806,278 電 子 記 録 債 務 609,350
受 取 手 形 90,989 買 掛 金 602,550
電 子 記 録 債 権 1,190,395 １年内返済予定の長期借入金 100,400
売 掛 金 1,911,101 リ ー ス 債 務 90,463
商 品 及 び 製 品 2,196,684 未 払 金 243,936
仕 掛 品 159,377 未 払 費 用 69,420
原材料及び貯蔵品 216,974 未 払 法 人 税 等 116,291
前 払 費 用 39,987 賞 与 引 当 金 213,204
そ の 他 180,655 そ の 他 56,868
貸 倒 引 当 金 △3,182

固 定 資 産 10,968,181 固 定 負 債 1,470,428
有 形 固 定 資 産 5,981,073 長 期 借 入 金 298,800
建 物 1,226,189 リ ー ス 債 務 3,487
構 築 物 26,659 退 職 給 付 引 当 金 363,188
機 械 及 び 装 置 135,488 役員退職慰労引当金 288,777
車 両 運 搬 具 727 受 入 保 証 金 77,870
工具、器具及び備品 63,922 繰 延 税 金 負 債 425,456
土 地 3,996,961 そ の 他 12,849
リ ー ス 資 産 449,809 負 債 合 計 3,572,915
建 設 仮 勘 定 81,315 （純資産の部）

無 形 固 定 資 産 241,497 株 主 資 本 17,040,452
借 地 権 24,535 資 本 金 1,496,950
ソ フ ト ウ エ ア 208,002 資 本 剰 余 金 1,210,656
リ ー ス 資 産 1,293 資 本 準 備 金 1,210,656
そ の 他 7,665 利 益 剰 余 金 14,485,575

投 資 そ の 他 の 資 産 4,745,610 利 益 準 備 金 379,237
投 資 有 価 証 券 2,635,316 その他利益剰余金 14,106,338
関 係 会 社 株 式 1,138,276 土地圧縮積立金 45,061
関 係 会 社 出 資 金 350,000 別 途 積 立 金 12,450,000
出 資 金 3,160 繰越利益剰余金 1,611,276
会 員 権 114,065 自 己 株 式 △152,730
前 払 年 金 費 用 452,908 評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,144,075
そ の 他 64,633 その他有価証券評価差額金 1,144,075
貸 倒 引 当 金 △12,750

純 資 産 合 計 18,184,528
資 産 合 計 21,757,443 負 債 純 資 産 合 計 21,757,443
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損 益 計 算 書

(令和
令和

６
７
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日
から
まで)

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高
製 品 売 上 高 8,564,052
商 品 売 上 高 1,947,901 10,511,954

売 上 原 価
製 品 売 上 原 価 5,835,349
商 品 売 上 原 価 1,589,564 7,424,913
売 上 総 利 益 3,087,040

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,284,616
営 業 利 益 802,424

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 72,527
受 取 賃 貸 料 23,405
そ の 他 14,864 110,796

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,373
支 払 手 数 料 27,530 31,903
経 常 利 益 881,317

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 703
投 資 有 価 証 券 売 却 益 29,543
抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 655,838 686,085

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 5,720
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,030
そ の 他 610 7,361

税 引 前 当 期 純 利 益 1,560,042
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 193,239
法 人 税 等 調 整 額 23,175 216,414
当 期 純 利 益 1,343,627
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株主資本等変動計算書

(令和
令和

６
７
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日
から
まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計土地圧縮

積 立 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,496,950 1,210,656 379,237 45,652 12,050,000 914,040 13,388,930△152,595 15,943,941

当 期 変 動 額

土地圧縮積立金の取崩 △590 590 − −

別途積立金の積立 400,000 △400,000 − −

剰 余 金 の 配 当 △246,982 △246,982 △246,982

当 期 純 利 益 1,343,627 1,343,627 1,343,627

自 己 株 式 の 取 得 △134 △134
株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額 )

当 期 変 動 額 合 計 − − − △590 400,000 697,236 1,096,645 △134 1,096,511

当 期 末 残 高 1,496,950 1,210,656 379,237 45,061 12,450,000 1,611,276 14,485,575△152,730 17,040,452

評 価 ・ 換 算
差 額 等 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 1,019,255 16,963,196

当 期 変 動 額

土地圧縮積立金の取崩 −

別途積立金の積立 −

剰 余 金 の 配 当 △246,982

当 期 純 利 益 1,343,627

自 己 株 式 の 取 得 △134
株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額 ) 124,820 124,820

当 期 変 動 額 合 計 124,820 1,221,331

当 期 末 残 高 1,144,075 18,184,528
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個別注記表
Ｉ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法による原価法
② 満期保有目的の債券…………………………償却原価法（定額法）
③ その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの………決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等……………………移動平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品、製品、仕掛品、原材料………………総平均法による原価法
（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

② 貯蔵品…………………………………………最終仕入原価法
（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法
（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法
（3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合
には残価保証額）とする定額法
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３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期

負担額を計上しております。
（3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上し
ております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異及び過去勤務費用は、その発生時に全額費用処理してお

ります。
（4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、会社規定に基づく当事業年度末にお
ける要支給額を計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以

下の通りであります。
当社は、主に電力、通信、信号、放送、鉄道用各種電気架線金物及びコンク

リートポール用品等の販売から収益を稼得しております。顧客との販売契約に
おいて、受注した製品を引き渡す義務を負っており、これらの履行義務を充足
する時点は、通常、製品の引渡時であります。ただし、「収益認識に関する会計
基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国
内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時
までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
なお、収益は、契約に定める価格から値引きを控除した金額で算定しており

ます。
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Ⅱ．重要な会計上の見積りに関する注記
「商品及び製品」の評価に関する事項
１．当事業年度の計算書類に計上した金額

商品及び製品 2,196,684千円
２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「商品及び製品」は、取得原価をもって貸借対照表価額とし、期末における正
味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって
貸借対照表価額としております。
また、当社は、収益性低下の事実を計算書類に反映させるため、過去の販売実

績に基づき、一定の回転期間を超える場合に一律に帳簿価額を切り下げた価額を
もって貸借対照表価額としております。

今後、原材料価格の高騰や需要環境の変化等により、「商品及び製品」の追加的
な帳簿価額の切り下げが必要となった場合、翌事業年度の計算書類に影響を与え
る可能性があります。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 9,887,667千円
２．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 477,578千円
短期金銭債務 113,219千円

Ⅳ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 891,585千円
仕入高 1,437,500千円
その他の営業取引高 39,521千円
営業取引以外の取引高 17,944千円

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
株 式 数 ( 株 )

当事業年度増加
株 式 数 ( 株 )

当事業年度減少
株 式 数 ( 株 )

当事業年度末
株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 26,164 21 − 26,185
合 計 26,164 21 − 26,185
（注）普通株式の自己株式の増加21株は、単元未満株式の買取によるものであります。
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Ⅵ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

貸倒引当金 4,967千円
賞与引当金 64,942千円
役員退職慰労引当金 90,160千円
退職給付引当金 113,896千円
未払事業税 10,254千円
会員権等評価損 50,991千円
棚卸資産評価損 28,492千円
合併受入資産評価差額 11,737千円
その他 37,743千円
繰延税金資産小計 413,185千円
評価性引当額 △98,850千円

繰延税金資産合計 314,334千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △512,981千円
土地圧縮積立金 △20,587千円
前払年金費用 △142,032千円
合併受入資産評価差額 △64,147千円
その他 △42千円

繰延税金負債合計 △739,791千円
繰延税金負債の純額 △425,456千円
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等 (単位：千円)

属性 会社等
の名称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 富田鉄工
株式会社

所有
直接 100％

製商品・部
品の仕入

金属製品及び
部品の仕入 148,432 買 掛 金 −

子会社 ＨＯＫＵＥＩ
株式会社

所有
直接 100％

製商品・部
品の仕入
役員の兼任

金属製品及び
部品の仕入 283,207 買 掛 金 34,953

子会社 ＩＷＭ
株式会社

所有
直接 100％

当社製商品
の販売
役員の兼任

電気架線金物
の販売 329,281 売 掛 金 168,257

子会社 協和興業
株式会社

所有
直接 67.36％

製商品・部
品の仕入
当社製商品
の販売
役員の兼任

金属製品及び
部品の仕入
電気架線金物
の販売

137,635

56,617
買 掛 金
売 掛 金

10,689
6,586

子会社
海陽岩淵
金属製品
有限公司

所有
直接 100％

製品・部品
の仕入
役員の兼任

金属製品及び
部品の仕入 825,815 買 掛 金 66,001

関連
会社

株式会社
ＴＣＭ

所有
直接 50.00％

当社製商品
の販売
役員の兼任

電気架線金物
の販売 493,508 電子記録債権

売 掛 金
102,152
65,299

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等
製商品・部品の仕入及び製商品の販売について、価格その他の取引条件は、市場実態を勘
案の上、決定しております。

２．連結子会社でありました富田鉄工株式会社は、令和６年７月1日付で当社を存続会社とする
吸収合併により、関連当事者に該当しなくなりました。よって、上記の取引金額は同社が
関連当事者であった期間の取引金額を記載しております。
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Ⅷ．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、個別注

記表「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 ４．重要な収益及び費
用の計上基準」に記載の通りであります。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 16,934円51銭
１株当たり当期純利益 1,251円25銭

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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Ⅺ．その他の注記
（企業結合等関係）
（連結子会社の吸収合併）

当社は、令和６年５月20日開催の取締役会決議に基づき、令和６年７月１日を
効力発生日として、当社の完全子会社である富田鉄工株式会社を吸収合併いたし
ました。

１．取引の概要
(１) 被結合企業の名称及び事業の内容

被結合企業の名称 富田鉄工株式会社
事業の内容 電気架線金物等の金属プレス加工品の製造販売

(２) 企業結合日
令和６年７月１日

(３) 企業結合の法的形式
当社を存続会社とし、富田鉄工株式会社を消滅会社とする吸収合併

(４) 結合後企業の名称
イワブチ株式会社

(５) その他取引の概要に関する事項
経営資源を集約することで、意思決定の迅速化、生産現場の人員及び設備の

有効活用を図り、グループ経営の効率化を進めていくことを目的としておりま
す。

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成31年１月16日）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適
用指針 第10号 平成31年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理して
おります。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

令和７年５月20日
イ ワ ブ チ 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

アーク有限責任監査法人
東京オフィス

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 浦 大 樹
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 村 瀬 征 雄

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、イワブチ株式会社の令和６年４月１日か

ら令和７年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、イワブチ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

令和７年５月20日
イ ワ ブ チ 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

アーク有限責任監査法人
東京オフィス

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 浦 大 樹
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 村 瀬 征 雄

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、イワブチ株式会社の令和６年４月

１日から令和７年３月31日までの第7５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、令和６年４月１日から令和７年３月31日までの第7５期事
業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法および
結果につき、以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法およびその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロおよびハに掲げる事

項に関する取締役会決議の内容ならびに当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について取締役および使用人等からその構築および
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統
制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその
職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の
状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役および監
査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記
表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いた
しました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類およびその附属明細書の監査結果
会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当である

と認めます。
（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当である
と認めます。

令和７年５月20日
イワブチ株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員 池 田 俊 雄 ㊞
監 査 等 委 員 髙 品 惠 子 ㊞
監 査 等 委 員 中 村 治 ㊞

（注）１．監査等委員 土屋文実男、髙品惠子および中村治は、会社法第２条
第15号および第331条第６項に規定する社外取締役であります。

２．監査等委員 土屋文実男は、病気療養のため、令和６年10月以降
の監査等委員会を欠席しておりますので、本監査報告書に署名押
印いたしておりません。

以 上
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第75回定時株主総会会場のご案内
会 場 千葉県松戸市上本郷167番地

当社会議室
交 通 ＪＲ常磐線 北松戸駅下車 徒歩10分

京成バス 松戸駅西口バス乗り場発
日大歯科病院行乗車
工業団地入口下車 徒歩１分

(会場付近略図)
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見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。
環境に配慮したFSC®認証紙と植物油インキ
を使用しています。
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